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第６回全体会 審議資料

令和８年２月１２日

第１３期東京都生涯学習審議会



１ 開会

２ 議事
これからの東京の地域教育の在り方について
各委員からの報告
(1) 藤村 琢己 委員
(2) 田中 真宏 委員

３   今後の予定

４ 閉会
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【補足資料】２つの地域教育プラットフォームの団体構成 令和８年２月１日現在

◆ 地域教育推進ネットワーク東京都協議会 ◆ インクルーシブな学び東京コンソーシアム

企業
40%

ＮＰＯ法人
21%

財団・社団
14%

任意団体等
11%

行政等
4%

大学
2%

個人
8%

◆ 東京都地域教育推進ネットワーク東京都協議会のなかで生涯学習課が実施する事業に協力
する団体数（令和７年度）

３３団体６４９団体
（累計）

対象 実施事業名 団体数 提供
プログラム数

小中学校
『地域学校協働活動推進フォーラム/コミュニティ・スクール
推進フォーラム資料集』教育プログラム掲載 ５５ ５５

未来きらめきプロジェクト(不登校児・生徒に向けた体験活動) ６ ３２

都立高校
都立高校生の社会的・職業的自立支援教育プログラム ６８ ２１１
総合学科におけるNPOと連携した社会人基礎力向上事業 ３ ―

合計 １３２ ２９８

※地域教育推進ネットワーク東京都協議会とインクルーシブ
な学び東京コンソーシアムに重複する団体数は３団体

NPO法人
40%

一般社団法人
27%

企業
21%

任意団体
6%

社会福祉法人
3%

公益財団法人
3%

※合計１３２団体のうち２０団体は複数事業を実施しているため重複計上（実団体数は１１２団体）



地域教育推進ネットワーク東京都協議会 インクルーシブな学び東京コンソーシアム
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インクルーシブな学びに関する事業を実施してい
る企業やＮＰＯ等の交流の場を提供し、障害のある
人々の学びの支援や、障害の有無に関係なく共に学
べる環境づくりに向けた取組を展開する

〇全普通科高等学校等において、社会的・職業的
自立を支援するプログラムの実施協力（152校、
68団体、1,055プログラム実施予定）

〇都立総合学科高校において、社会人基礎力を養
成するプログラムの実施協力（4校、3団体）

〇不登校児童・生徒を対象とした体験活動プログ
ラムの提供（6団体）

〇プログラムアドバイザーによる小・中・高等学
校等へのプログラム活用についての助言や授
業実施支援等

〇地域学校協働活動推進をテーマとしたフォーラ
ムの開催（1回）

【補足資料】２つの地域教育プラットフォームの実績

（平成１７年８月設立） （令和６年２月設立）

企業・大学・ＮＰＯ等の社会資源が有する専門的
教育力を、学校教育をはじめとした地域における教
育活動に効果的に導入し、都内各地で展開される学
校内外を通じた教育活動を活性化する

〇全都立学校を対象に共生社会への理解促進等に
 関する教育プログラムを提供（69校、135プロ
グラム実施予定。都立高校生及び都立特別支援
学校生およそ10,000名（のべ人数）受講予定）

〇都立特別支援学校卒業生を主な対象とした公開
講座の実施（８講座）

〇ボランティアや特支ＰＴＡを対象に手話や学校
卒業後の生活や学び等の研修の実施（４講座）

〇学校卒業後の障害者の学びの場づくりへの実施
協力

目 的 目 的

主要実績（令和７年度） 主要実績（令和７年度）



今後の議論について

ポイント①
新たな地域教育プラットフォームの構築

ポイント②
区市町村等との連携強化

第１３期生涯審議論の方向性

第５回の主な御意見
新たな地域教育プラットフォームに必要な機能 多様な主体と地域が連携する仕組み

・共助的で相互的な学びを応援し共に創り上げる共創の発想で地域教育をアップデートする必要
共創を生み出すプラットフォーム

情報発信や交流の場

プログラムの評価

ニーズの把握とマッチング

モデル事例の展開

コーディネート機能

・協業や共創を生むネットワーキングと学び合いの機能
・団体同士や学校の先生と団体が実践事例等を交流する場
・情報検索、アクセスしやすい仕組みが必要

・都が先行モデル事業を仕掛けて成果をつなぐ必要
・区市町村との連携にはモデル事例をつくることが大事

・学校、地域活動、社会教育の施設、団体のフィールドの
ニーズを把握し効果的にマッチングする機能

・多様な主体のプログラムの質を評価する機能
・プログラムの開発評価に多様な意見を反映する機会

・学校や団体をマッチングするためにはコーディネーター
の存在が必要

・コーディネート機能には社会教育の専門的な人材が必要
・行政の専門職としての社会教育主事の新たなスタイル
・事務局を都で担うのか団体等に委託等するか検討が必要

新たな地域教育プラットフォームには共創（学び合う環境）を生み出す機能や仕組みが必要
であるとの認識のもと、具体化に向けた構想を検討するため委員から報告をいただく

5

地域教育推進ネットワーク東京都協議会とインクルーシブな学び東京コンソーシアムそれぞれの関係団体
から見た現状、成果、課題、期待について（機能面を中心に検討）

【予定】多様な主体と地域が連携するための新たな地域教育プラットフォームの基盤となるコーディネート
機能や都の社会教育主事の在り方について（仕組み面を中心に検討）

第６回

第７回



藤村委員からの報告

これからの東京の地域教育の在り方について
―団体から見た地域教育推進ネットワーク東京都協議会の現状、
成果、課題と期待―
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第13期 東京都生涯学習審議会
第6回 委員報告（令和8年2月12日）

これからの東京の地域教育の在り方について
ー団体から見た地域教育推進ネットワーク東京都協議会の現状、成果、課題と期待ー

藤村 琢己（一般社団法人Fora 代表理事）
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第13期 東京都生涯学習審議会 第6回 委員報告（令和8年2月12日） 8

委員報告の構成

１、自己紹介および団体紹介

２、現状（団体側目線 東京都と一般社団法人Foraとの関わり 2016年〜2026年）

３、成果（団体側目線）

４、課題（委員側目線）

５、期待（委員側目線）
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自己紹介

・2016年4月から、一般社団法人Foraを設立。学校教育の支援（人生の土台となる教育の実現を目指す）を従事。

・本日の委員報告では、学校支援事業者、団体経営者、審議会委員の3つの目線からご報告いたします

学校支援事業者の目線 団体経営者の目線 生涯学習審議会委員の目線

・探究学習やキャリア教育に従事
・学校外から支援を実施
・教材提供、出張授業の実施
・カリキュラム支援、教員研修の実施
・常駐型の支援も実施

・ネットワーク協議会での事業も実施
（2023年〜）

× ×

・法人経営に10年間従事
・学校伴走事業の立ち上げ
・協働事業の立ち上げ
・経済産業省の実証等にも参画

・ネットワーク協議会の加盟団体
（2016年〜）

・昨年から就任
・ネットワーク協議会の成果、課題、展望
・インクルーシブプラットフォームの展開
・

・第13期 生涯学習審議会委員
（2025年〜）

いかに学校教育活動を支援できるか いかに事業や組織を発展させるか これからの地域教育のあり方とは



©2025一般社団法人Fora All rights reserved.
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法人概要について

概要について

2024年度 導入実績

学校伴走サポート

導入先学校数73校
導入生徒数18,000名ほど

探究学習ワークブックvol.1 30校
探究学習ワークブックvol.2 25校
進路探索ガイドブック 8校
キャリアゼミ24校
探究カリキュラム伴走サポート30校

連携企業/団体数 14団体
連携自治体 2自治体

主な提供サービス

学習教材の提供

講演/キャリアゼミ

協働事業

総合的な探究の時間を総合的にサポート
教育目標、カリキュラム、教育評価までを一貫支援

探究学習や進路選択のための学習教材を提供
ワークショップ等についても提供を実施

講演やワークショップ等の授業を実施。
高校への出張授業に加え、行政の枠組みでも提供

企業/団体/大学などとの連携協働を実施
教育業界のリソース開拓を目指してプロジェクト実施

設立：2016年4月設立（10年目）
事業：学校伴走事業、協働事業
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委員報告の構成

１、自己紹介および団体紹介

２、現状（団体側目線 東京都と一般社団法人Foraとの関わり 2016年〜2026年）

３、成果（団体側目線）

４、課題（委員側目線）

５、期待（委員側目線）
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団体と行政の関わりの３段階と６ステップ（試案）

・団体と行政との関わりには、大きく3つのフェーズ、細かくは６つのステップがあるのではないか。

・「いかに接点を確保するか」、「いかに事業を育てるか」、「いかに共創を生み出すか」を整理して検討することが重要ではないか。

５、ネットワーキング支援

６、共創・新たな実践の創出支援

接点フェーズ 事業フェーズ

１、接点の創出

２、接点の確保

３、短期プログラム支援

４、中長期プログラム支援

フェーズ

打ち手
（ステップ）

共創フェーズ

状態

・行政と団体の接点がない状態
・行政と団体の接点はあるが、
事業上の関わりがない状態

・次フェーズへの移行は、事業上の接
点

・行政と団体が事業で関わっている状態
・事業規模によって、
団体との関わりの深さも異なる

・次フェーズへの移行は、団体間の連携

・事業を行う団体連携が発生している状態
・困難な課題や意義深い課題に対して
新たな価値の創出を行なっている状態

・成功状態は、より困難な課題等の解決

方向性 行政との接点の創出、拡大、深化 事業成果の達成、組織能力の向上 コレクティブインパクトの達成
（団体間を超えた共創の実現）
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接点フェーズ（2016年〜2022年）

・20１6年に出張授業を基幹事業として設立。2016年には、ネットワーク協議会に加盟。コーディネーターフォーラムにも見学。

・ただし、事業収益の兼ね合いから、東京都の短期プログラムへの参画は難しい側面もあった。

接点 事業 共創

１、初回接点 2016年
4月：
・出張授業（キャリアゼミ）を行う団体として設立。
・企業のスポンサーモデルで実施。
・設立時には、ネットワーク協議会の存在は知らなかった。

11月
・生涯学習課の担当の方と都庁で面談。
・すでにネットワーク協議会に加盟していただ団体の紹介。
・その後、ネットワーク協議会に加盟。

12月
・都庁で開催された第10回のコーディネーターフォーラムを見
学。
・様々な団体が出展。ただし、団体リソース不足で協働は実現せ
ず。
・ただし、紹介いただいた団体との間で、一部連携がスタート。

３、短期プログラム支援 2017年
・都の事業で都立高校の出張授業に一度関わった。
・紹介いただいた団体との協働で実施。
・ただ、採算との兼ね合いから、当時は１件のみの実施。

※難しかった理由
・出張授業自体を収益の柱としていたこと
・出張授業も1名ではなく、10名以上が関わる授業だったこと
・都や学校からのフィードバックがあまり得られなかったこと

出張授業（2コマの提供） 出張授業（2コマの提供）

企業スポンサーモデル 企業スポンサーモデル

主なサービス

収益モデル

主なサービス

収益モデル
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接点フェーズ（2016年〜2022年）

・2018年から5年間は、東京都との接点はなかった。ただし、団体としては事業基盤を形成・転換する重要な成長期だった。

・新たなサービス展開、収益モデルの大幅な転換、経済産業省の実証事業の参画や補助金等に採択され、事業転換を行なった。

接点 事業 共創

2018年〜2019年
・都立学校で、探究プログラムの支援
年間のティーチングアシスタントで継続的な授業実施
（文科省の指定校、都の指定校、学校予算で実施）

・経済産業省「未来の教室」実証事業に参画
地域探究プログラムの実証に従事

・探究学習の教材作成なども実施

2020年〜2022年
・都立学校からカリキュラム支援の相談。
中学校/高校の6年間を見据えたカリキュラム策定を開始。
（民間財団を活用し、学校予算で実施）

・経済産業省「EdTech導入補助金２０２１」に採択。

・大企業の教育CSRで連携協働を開始。

・独自開発を行い、探究学習教材（3年間で3冊）をリリース。

※コロナ禍の対応(2020年〜2024年）
・出張授業の大幅な縮小を経験
・新たなモデルへの転換が不可欠なタイミングだった。

主なサービス

収益モデル

出張授業→探究学習の年間支援（TAサポート）

学校モデル、企業との協働モデル

主なサービス

収益モデル

TAサポート → 教材提供、カリキュラム支援

学校モデル、企業との協働モデル
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事業フェーズ（2023年〜2024年）

・2023年に、再び、東京都の生涯学習課との接点。これまでの学校支援の実績をもとに、社会人基礎力向上事業に参画。

・2024年には、自立支援プログラムにも参画。広く届けたい段階だったため、都立学校との接点としても貴重だった。

接点 事業 共創

４、長期プログラム支援 2023年

・総合学科高校における社会人基礎力向上事業に参画
・これまでの実績等をもとに面談し、支援校を決定

（内容）
・3年間のキャリア教育のグランドデザインを検討する。
・オリエンテーション合宿の授業支援を行う。
・その後、１年次の産業と社会から授業支援も実施。

※従来の支援との違い
・問い合わせありきの学校とは異なる
最初のうちは、学校との期待値調整や温度感に戸惑うことも

・社会教育主事にサポートいただく

３、短期プログラム支援 2024年

・都立高校生の職業的社会的自立支援プログラムにも参画
・従来からあった「探究スキルUPワークショップ（2コマ〜6コマ）」を展開。

・上記プログラムは、企業との教育CSRとの協働モデルで開発。
・多くの高校生たちに届けること自体が目標であった。
・2017年の時とは異なり、採算性が問題にはならなかった。

・逆に、東京都の都立学校に対して、広く案内してくれること、結果的に、
1,800名以上の高校生たちに授業実施をすることができ、2024年度の
事業フェーズでは大変貴重な機会だった。

※なお、経済産業省「働き方改革支援補助金2024」を活用し、全国的な
支援に拡大をしていた。

主なサービス

収益モデル

主なサービス

収益モデル

常駐支援・全国各地支援

学校モデル、企業との協働モデル、自治体モデル

教材提供、カリキュラム支援 → 常駐支援

学校モデル、企業との協働モデル、自治体モデル
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共創フェーズ（2025年〜）

・2025年3月の総合学科高校の成果発表会を機に、団体間の共創、学校連携が加速。定期的な情報交換が共創の基盤になった。

・事業基盤の安定に伴い、学校内外とのコレクティブインパクトを目指した共創が2025年から本格的に加速した。

接点 事業 共創

５、ネットワーキング支援 2025年

（開催概要）
・東京都が主催で、総合学科高校の2年間の成果報告会を開
催
・合計4校の取り組みや課題、次年度展望も議論された。
・出席は、３団体、導入校の管理職や教員、都教委が参加。

（報告概要）
・各学校での取り組み
・カリキュラム支援や生徒支援、プログラム造成など三者三様。

（効果）
・参加団体同士での協働の促進に繋がる
・学校側から、団体に依頼する仕事内容等の参考になった声も

６、共創・新たな実践の支援創出 2024年

・本年度実施の３団体が揃っての会議によって、総合学科高校の実践充
実に向けては、意見交換や連携強化が進む。

・総合学科高校の講師が代表を務める団体が、ネットワーク協議会に未
加入だった。自立支援プログラムにも繋げるため、生涯学習課にご紹介。
また学校図書館との連携推進などの学校内連携も推進。

※なお、経済産業省「探究・校務改革支援補助金2025」活用や、サービ
ス体験会の場などを通うじて事業者同士の協働も大きく進んだ。
※事業基盤の安定やこれまでの実績の積み上げを背景に、大学との産学
官連携や次世代教育イノベーターの発掘・育成、企業等と連携した探究
成果発表会の開催、学校教育のビジョンペーパー検討など、単年度にと
どまらない中長期的な共創の取組を進めることができた。

主なサービス

収益モデル

主なサービス

収益モデル

常駐支援・全国各地支援

学校モデル、企業との協働モデル、自治体モデル

常駐支援・全国各地支援 → アライアンス/共創

学校モデル、企業との協働モデル、自治体モデル
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委員報告の構成

１、自己紹介および団体紹介

２、現状（団体側目線 東京都と一般社団法人Foraとの関わり 2016年〜2026年）

３、成果（団体側目線）

４、課題（委員側目線）

５、期待（委員側目線）
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３、成果（団体側の経営者目線）

・ネットワーク協議会と関わることで、団体側としては大きく3つの成果があった。

・特に「学校支援の深化」と「事業の安定と共創」は、単発・単年度・自主事業では得がたい事業開発の機会となり、成長に繋がった。

高校生たちに対して、広く届けたいと思う段階で自立支援プログラムは貴重だった。
特に、自分たちが接点のない学校に対しても、広く届けていけることは貴重な事業だった。
※なお、団体の中には、都の事業に参画した実績づくりとして掲載する団体も。

学校支援の深化
ネットワーク協議会との接点のうち、総合学科高校の参画が、最も大きな成果だった。
学校支援の充実、常駐型モデルの実施、総合学科に対する深い理解、生涯学習課のノウハウ移転、
学校内連携強化（学校図書館等の連携）、事業開発としても非常に貴重な事業だった。また報告会
等での横の事例共有の機会によって、団体間のやり方を学習する機会にもなった。

社会人基礎力事業は、複数年度に渡る安定した事業となったため、一つの団体だけで対応できない
課題に対しても、団体間連携を行い、共創の実現にも繋がった事例ができた。特に初年度の不安定
さを乗り越えてからは、団体同士でも連携を行いやすくなった。

事業の安定と共創

受益者数の増加
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委員報告の構成

１、自己紹介および団体紹介

２、現状（団体側目線 東京都と一般社団法人Foraとの関わり 2016年〜2026年）

３、成果（団体側目線）

４、課題（委員側目線）

５、期待（委員側目線）
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４、課題（委員側の制度設計目線）

・ネットワーク協議会の課題として整理すると、接点・事業・共創の3つの段階で、合計8個の主な課題が考えられるのではないか。

・これからの地域教育を考える上では、仕組みや仕掛けを生み出すことが重要ではないか。

接点フェーズ

事業フェーズ

共創フェーズ

1. 団体側に相談しにくさがあり、事業前の接点創出、接点確保が難しいのではないか（２０１７）

2. 教育CSR活動との相性は良いが、本格的な連携には団体が育つことが必要だった（２０１７〜2022）

3. 属人的ではなく、仕組みとして接点を持ち続けることが必要ではないか（２０２３）

4. 短期プログラムでも、団体へのフィードバック（組織学習の機会）の提供が重要ではないか（2017）

5. 団体が育つ過程を支援するならば、段階的に取り組める事業が重要ではないか（２０１７〜2022）

6. 共創意識や貢献意識だけでの連携が難しかった（2016）共創には事業基盤が必要では（2025）

7. 事業内の共創は実施できたが、領域横断的な共創を目指すならさなる仕掛けが必要では（2025）

8. 生涯学習施設との接点強化は目指したいものの機会がない（2025）

2016年〜2022年

2023年〜

2024年〜
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委員報告の構成

１、自己紹介および団体紹介

２、現状（団体側目線 東京都と一般社団法人Foraとの関わり 2016年〜2026年）

３、成果（団体側目線）

４、課題（委員側目線）

５、期待（委員側目線）
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５、期待

ネットワーク協議会には、行政目線と事業者目線、受益者目線の3つの目線が必要不可欠ではないか

「施策生成の基盤」であり「事業開発の機会」であり「生涯学習の土台」へと繋がる仕掛けや事業支援が重要ではないか。

接点フェーズ 事業フェーズ 共創フェーズ

施策生成基盤/事業開発機会
（ 生涯学習を支える公共的インフラ）

多様な団体との接点

時代に応じた
新たな課題への対応

自立支援プログラム

社会人基礎力向上事
業

コレクティブ
インパクトの創出

企業団体等

行政から見れば、事業を行いながらも、時代の変化に応じた、新たな施策を生み出す基盤（施策生成の基盤）
団体から見れば、既存事業に加えて、新たな事業や課題を掴み、組織成長に挑戦していく機会（事業開発の機会）
受益者から見れば、多様な学びに触れながら、生涯学習に繋がっていく土台となる学び（生涯学習の土台）

プログラム
アドバイザー
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５、期待｜中期プログラム事業の創出

・短期プログラムか、長期プログラムかの２択は、団体側にとっても、学校側にとってもハードルが高いのではないか。

・全8コマ〜12コマ程度の、中期プログラムが枠組みとしてあれば、事業効果の拡大や団体育成にも資するのではないか。

長期プログラムの成果：
出典：東京都教育委員会（2025） 『とうきょうの地域教育 No.155』,p.6

接点 事業 共創

短期プログラムの導入数：
出典：東京都教育委員会
（2025）『令和7年度東京都教
育委員会の権限に属する事務の
管理及び執行の状況の点検及
び評価（令和６年度分）報告
書』,p.63

観点 短期 中期 長期

導入校
(2024)

１５１校
30校程度
（想定）

２校

団体数
(2024)

68団体
１０団体
（想定）

２団体

コマ数 2コマ中心 8コマ〜12コマ 年間35コマ

導入ハードル 低 中 高

導入効果 低 中 高

団体育成効果 低 中 高

中期プログラムの位置付けと狙い

※中期プログラムは、課題設定→情報収集→整理分析→まとめ発表の一連の流れを
行う一つの単元として提供されることを想定。
※１学期や２学期、３学期などで、発表会などとセットで提供されることを想定。
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５、期待｜相談体制の強化

・団体のフェーズによって、幅広いニーズや相談事項が存在しているのではないか。

・相談体制を強化することで、接点強化や事業成果の向上、共創の推進につながるのではないか。

接点 事業 共創

・団体のフェーズによって、幅広いニーズ
が存在しているのではないか。

・そこで事務局側で、それぞれの団体の
フェーズに合わせてきめ細かく対応でき
るようにすることで、全体的な成果を高
めていくことができるのではないか。

観点 接点フェーズ 事業フェーズ 共創フェーズ

ニーズ

顕在的ニーズ
東京都との

事業接点づくり
学校で

成果を出したい
共創をしたい

潜在的ニーズ
新たな

事業開発の機会
プログラム相談

をしたい
実証校が欲しい

相談内容

事業/企画相談
関わりの相談

共創団体の提案
ー 共創団体の提案

学校との相談 ー 導入校の相談 実証校の提案

カリキュラム相談 ー
カリキュラムの
提案等の相談

ー

プログラム相談 ー
プログラムの

ブラッシュアップ
ー
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５、期待｜東京都教育共創フォーラム（仮称）の開催

・共創を生み出すために、東京都が目指したい方向性、現状の到達点（成果）、課題、今後の共創可能性を共有。

・連携協働のために、都庁内の関連部門や団体側、生涯学習施設、区部市部の担当者、コーディネーターも交えて実施

・東京都全体で取り組む子どもたち施策や教育
施策が一堂に介して議論を行うフォーラム。

・生涯学習課の事業のみならず、起業家教育等も
含めた子どもたちの教育全般を紹介し、新たな共
創を目指す。

・連携協働ために、部署を超えて、成果強調よりも、
課題の共有し、次年度以降の共創を目指す。

・団体等も登壇側となり、行政や企業、学校、団体
の新たな共創や接点等の維持をゴールに開催す
る想定。

接点 事業 共創

東京都教育共創フォーラム（仮称）のイメージ
観点

地域学校協働活動推進フォーラム
コミュニティ・スクール推進フォーラム

教育共創フォーラム

参加部署
生涯学習課
義務教育課

地域教育支援部
生涯学習施設

指導部、首長部局

分科会 テーマ別分科会

インクルーシブ教育
総合学科高校

探究支援プログラム
東京IBLの連携

起業家教育
子ども施策の推進

参加者 コーディネーター
学校教員/コーディネーター、

団体、行政

企業・
NPO

“プログラム紹介”
オンライン見本市

登壇いただく想定

成果 地域協働等の推進
新たな共創の創出

接点等の確保



田中委員からの報告

これからの東京の地域教育の在り方について
―ＮＰＯから見た「インクルーシブな学び東京コンソーシアム」の
現状、成果、課題と期待―
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これからの東京の地域教育の在り方について
― NPOから見た「インクルーシブな学び東京コンソーシアム」

の現状、成果、課題と期待―

NPO法人ピープルデザイン研究所
代表理事 田中 真宏

27



心のバリアフリーをクリエイティブに実現する思考と方法論

障害者 高齢者 外国人 LGBTQ 子育て中の
父母

社会的マイノリティの方々の解決策をクリエイティブに提案
「渋谷」の街をメディアと捉え、ダイバーシティを新しいカルチャーとして発信

５つのマイノリティ

ピープルデザイン

モノづくり コトづくり ヒトづくり シゴトづくり

４つの領域

28
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２０１４年７月１６日
産經新聞 「NPO法人ピープルデザイン研究所と川崎市包括協定を締結」

30



一人ひとりの心の中に存在する、障害者をはじめとした
マイノリティや福祉に対する「負い目」にも似た「意識のバリア」。
“超福祉”の視点では、従来の福祉のイメージ、「ゼロ以下のマイナス
である『かわいそうな人たち』をゼロに引き上げようとする」のでは
なく、全員がゼロ以上の地点にいて、混ざり合っていることを当たり
前と考えます。ハンディキャップがある人＝障害者が、健常者よりも
「カッコイイ」「カワイイ」「ヤバイ」と憧れられるような未来を目
指し、「意識のバリア」を「憧れ」へ転換させる心のバリアフリー、
意識のイノベーションを“超福祉”と定義します。

超福祉
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＋
プラス

−
マイナス

０
ゼロ

バリアフリー
ノーマライゼーション

ユニバーサルデザイン

ピープルデザイン

ダイバーシティ
インクルージョン

超福祉 / Super Welfare

OFF STAGE

ON STAGE
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障害の有無にかかわらず、ともに学び、生きる「共生社会」の実現を目指す文部科学省 主催、ピープルデザイン研究所共催で『「超福祉の学校」 障害
のある人とともに学び、つくる共生社会フォーラム』を２日間にわたり開催。「共生社会」の実現に向けて、障害のある人が日頃の活動を発表・表現し、
多様な人々が互いに思いを伝えあい学びあうイベント他、企業・大学なども参加し、障害のある人もない人もちがいを超えて交流する様々なイベントを
開催しました。また、期間中は会場内のバーカウンターにて、障害者雇用を行っている「PARK CAFE」によるカフェも展開しました。

概況

50

「超福祉の学校2019」〜障害の有無をこえて共に学び、つくる共生社会フォーラム〜

※参加者︓34名

※第一部参加者︓70名

※第二部参加者︓65名
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インクルーシブな学び東京コンソーシアム

ALL RIGHTS RESERVED PEOPLE DESIGN INSTITUTE©

企業やNPO等の交流、情報交換の場を提供

・障害のある人々の生涯にわたる学びを支援
・障害のある人もない人も共に学べる環境づくりに向けた取組を展開
・互いの個性を認め合い、多様性を尊重しながら支えあえる

インクルーシブシティの実現

企業、ＮＰＯ等が有する専門性を生かした生涯学習講座等を
実施しインクルーシブな学びを展開

（高校生等を対象とした体験プログラム、学校卒業後の障害者を対象）
（１）「インクルーシブな学び」プログラム事業
（２）インクルーシブな都立学校公開講座
（３）学校卒業後の障害者の「学びの場」づくり
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インクルーシブな学び東京コンソーシアム

ALL RIGHTS RESERVED PEOPLE DESIGN INSTITUTE©

（１）「インクルーシブな学び」プログラム事業（都立学校向け）

令和６年度： ９校
令和７年度：２３校

■ 超福祉ワークショップ

■ 「私たちが目指すべき超福祉な社会とは」

■ コミュニケーションチャームをつくろう！

■ アクセシブルな図書体験会／りんごプロジェクト

■ 通常級と特支の交流プログラム

40



インクルーシブな学び東京コンソーシアム

ALL RIGHTS RESERVED PEOPLE DESIGN INSTITUTE©

（２）インクルーシブな都立学校公開講座（特別支援学校向け）
@ 王子特別支援学校

■ りんごプロジェクト × 演劇
アクセシブルな図書体験会と、「大きなかぶ」を実際に演じて表現

41



インクルーシブな学び東京コンソーシアム

ALL RIGHTS RESERVED PEOPLE DESIGN INSTITUTE©

（３）学校卒業後の障害者の「学びの場」づくり（一般向け）
@都立大学 （障害当事者〇〇名、大学生〇〇名、若手俳優５名）
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インクルーシブな学びの場づくりで大事なこと

ALL RIGHTS RESERVED PEOPLE DESIGN INSTITUTE©

共創

デザイン

健常者側：支援の意識を壊す
障害者側：協調性を養うことが大事

参加者側のみならず企画側も。多様なメンバーで
「できること」の役割を切り出し共に創りあげる

思わず参加してみたい！と思えるワクワク感

協調性

環境設定 テーブルルールやアイスブレイクを通じてマナーや
ルールを徹底。心理的安全性の担保

柔軟性 プログラムの軸は固定しながら、個別性を前提に即時に対
応できる柔軟なプログラム設計
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成果

ALL RIGHTS RESERVED PEOPLE DESIGN INSTITUTE©

（１）「インクルーシブな学び」プログラム事業
・参加団体数の増加
・プログラムの選択肢の増加と多様さ
・若い世代へのアプローチ
・参画団体の専門性とネットワークの広さ
・特別支援学校への展開

ー 特支では生徒のみならず先生の学びに
ー 意思決定支援（能動的に探す、選ぶの選択肢）
ー 学びが届かない場所への展開（八丈島）

（２）インクルーシブな都立学校公開講座
・先生方の負担軽減
・余暇活動的な機会の増加

（３）学校卒業後の障害者の「学びの場」づくり
・今後に向けた第一歩を踏み出せた

ー 次回以降に向けての課題が明確に
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課題

ALL RIGHTS RESERVED PEOPLE DESIGN INSTITUTE©

（１）「インクルーシブな学び」プログラム事業

・参画社数増加に伴うコンソーシアムのブランド力担保とリスクヘッジ
・学校側の熱量やニーズとの差が大きい場合がある
・マストな学びの共通認識

（２）インクルーシブな都立学校公開講座

・卒業生のネットワーク、コミュニティの継続
・周知できるサイトやチャットなどの開設

（３）学校卒業後の障害者の「学びの場」づくり
・プログラムの享受者の当事者まわりへのアウトリーチ
・参加者（障害、健常）双方への事前レク

共通
・学校とNPOをつなぐ中間支援組織の存在
・フォードバックの集め方（行政と団体の役割分担）
・広報
・プログラムの実績の蓄積とモデル化
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行政と連携する効果

ALL RIGHTS RESERVED PEOPLE DESIGN INSTITUTE©

① 資金

② 広報

③ 信頼

④ NPO側の学び

⑤ 東京ブランド

⑥ 管理と運営の役割分担

⑦ ネットワーク
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「インクルーシブな学び東京コンソーシアム」の期待

ALL RIGHTS RESERVED PEOPLE DESIGN INSTITUTE©

■ 多様な主体者と多様な参加者の巻き込み

■ ムーブメント化

■ 日常化
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今後の「東京の地域教育」あり方（案）

ALL RIGHTS RESERVED PEOPLE DESIGN INSTITUTE©

■ 持続可能な仕組みづくり（マネタイズ含む）

■ 管理(マネジメント） と 運営（オペレーション）

■ 中間支援とコーディネーターの配置

■ 一般企業の巻き込み
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